
事  　　　  業 実施期日・場所

第１回理事会 5月18日 1

ホテルパーク 2

３

第２回理事会 7月25日 1

下呂市内 2

第３回理事会 3月8日 1

OKBふれあい会館 2

３

４

５

1

2

3

4

５

第１回評議員会 6月9日 1

OKBふれあい会館 2

3

4

1

2

3

4

5

６

第２回評議員会 3月20日 1

OKBふれあい会館 2

３

４

５

1

2

3

（自）平成29年４月１日～（至）平成30年３月31日

平成30年度事業計画について

平成30年度収支予算について

職務の執行状況について（報告）

特定費用準備資金積立てについて

評議員会の開催について

平成30年度事業計画について

平成30年度収支予算について

理事及び監事の選任について

理事長及び副理事長の選定について

平成29年度補正予算について

生衛関係営業対策費補助金の活用について

（協議事項等）

平成28年度生衛貸付状況について

理事会、評議員会及び監事会等を次のとおり開催した。

（協議事項等）

融資制度の活用について

県予算に対する要望について

後継者育成支援事業報告

生衛関係営業対策費補助金の活用について

その他連絡事項等

融資制度の活用について

職務の執行状況について（報告）

平成28年度事業報告について

融資制度の活用について

県予算に対する要望について

（協議事項等）

平成28年度収支決算について

評議員の選任について

県予算要望とその回答状況について

統計から見た岐阜の消費動向について

監事の選任について

特定費用準備資金積立てについて

平成29年度補正予算について

生衛関係営業対策費補助金の活用について

平成２９年度

　概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

その他連絡事項等

公益財団法人 岐阜県生活衛生営業指導センター

◎　会議関係

平成28年度事業報告について

平成28年度収支決算について

事　業　報　告　書
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4

５

監査会 4月19日 1

（監事２名出席） センター事務局 2

営業相談室事業 随時

地区相談室事業 ８月、９月、１０月

県下４会場 各３回 

延べ１２回

税務相談等指導事業 2月

県下７会場 各１回

消費者コールセンター 2月28日

事業連絡会議 OKBふれあい会館

1

２

平成28年度事業報告について

後継者育成支援事業報告

平成28年度収支決算について

8月25日

8月18日 9月20日

9月25日

　遠隔地における利便を図るため、県下４地区に移動相談室を
延べ１２会場で開設し、生活衛生相談に応じた。
　また、事前に広報ちらしを作成し、広く一般にＰＲを行っ
た。
　　　　　　　　　　　　　　　（作成部数：4,500　部）

 飛騨地区

その他連絡事項等

　一般県民や生衛業経営者等からの相談について、地区相談事
業や税務相談事業等も含め幅広く実施するとともに、適切かつ
充実した相談事業を行うために、関係機関との連絡協議会を随
時開催して、情報等の共有化を図るとともに連携を強化した。

9月22日

センター経営指導員相談件数： 181件

10月23日

 西濃地区

中濃総合庁舎 10月18日

協議事項等

「高山税務相談所」

8月16日

2月19日

「大垣税務相談所」

8月22日 東濃地区

10月27日

2月16日

◎　相談指導事業

西濃総合庁舎

2月16日

対象地域 開　設　日

2月21日

「中津川税務相談所」

岐 阜 南

中 津 川

岐阜県健康福祉部生活衛生課

税務署管内別

岐 阜 北

飛騨総合庁舎

開　催　場　所

9月19日

開 設 場 所

岐阜県生活衛生営業指導センター（事務局）

　消費者・利用者が安心して生衛業のサービスを利用出来る環
境をつくるため、消費者にとっての生活衛生関係分野の質の向
上を図るための連絡会議を、次のとおり開催した。
　今回は特に、「クリーニング業」に係る苦情等を中心に検討
を行った。

○ 消費者コールセンター事業連絡会議の概要について

出席者 消費者団体代表

岐阜県環境生活部県民生活相談センター

多 治 見

「岐阜南税務相談所」

開催日

大 垣

2月23日

「多治見税務相談所」 2月16日

2月16日「関税務相談所」

　税理士等専門家を派遣し、営業者に対する税務相談を行っ
た。
　また事前に広報ちらしを作成し、広く一般にＰＲを行った。
　　　　　　　　　　　　　　　（作成部数：7,000　部）

高 山

10月25日

「岐阜北税務相談所」

恵那総合庁舎

 中濃地区

関

岐阜県クリーニング業生活衛生同業組合役員
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組合組織活性化等 7月25日

推進会議 下呂市水明館

生活衛生特別相談員

研修事業

①研修会 9月13日 1 対象…

ホテルパーク 2

3

②養成講習会 2月8日 1 対象…

ホテルパーク 2

3

クリーニング師等

研修・講習の開催

　生活衛生関係の衛生確保や生活衛生営業関係者に対する充実
したきめ細かい指導を行うために、県知事から委嘱されている
相談員（91名設置）に対し、その資質向上を図るため、次の研
修会等を実施した。

○「生活衛生融資制度及び審査業務について」

岐阜県健康福祉部生活衛生課 中島主事

研修科目と講師

出席者数……６名

県指導センター　樋口事務局長

○「衛生水準確保と組合の活性化」

○「生衛業関係法令と特別相談員制度」

○ クリーニング組合の苦情処理体制の状況について

◎　研修・講習事業

○ 事業者に対する消費者からの苦情・相談について

日本政策金融公庫岐阜支店　上杉融資第二課長

弁護士　鈴木茂生　氏

○ クリーニング業の標準営業約款制度について

県知事委嘱の生活衛生特別相談員

○「生衛貸付のポイントについて」

日本政策金融公庫岐阜支店　美馬支店長

○「生衛業における衛生水準確保と組合の活性化」

研修科目と講師

　消費者保護の観点から「クリーニング業法」の規定により受
講が定められている、「クリーニング師研修」及び「クリーニ
ング業務従事者講習」について、岐阜県知事の指定により当セ
ンターが次のとおり実施した。
   クリーニング師研修：3回開催　従事者講習：１回開催

～県民生活相談センターの役割・生衛関係相談事例等

県指導センター　樋口事務局長

○「相談員としての心得について」

出席者数……48名

　岐阜県生活衛生課、日本政策金融公庫各支店、各生活衛生同
業組合理事長等関係者が出席し、利用者保護を目指した生活衛
生営業の近代化、合理化に際して業界の抱える問題点について
意見交換を行い、特に生活衛生営業の活性化のための組織強化
策や事業者の経営等に対応した融資支援制度等利用者のニーズ
に応じた制度拡充等について協議した。

○ クリーニング業にかかる賠償責任補償制度について

○「サービスに必要な付加価値」

岐阜県よろず支援拠点コーディネータ　加藤由紀子氏

県知事委嘱の生活衛生特別相談員新規予定者

○ 行政における苦情処理等について
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①クリーニング師 11月～12月 1

研修

②クリーニング １月～３月 1

業務従事者講習 2

3

雇用環境改善のための

経営力強化セミナー

の開催

６月～７月 1

インターンシップ 年度間

事業の実施

1

2

3

4

標準営業約款 8月、2月 1

登録等の実施

インターンシップ体験会場：岐阜市立陽南中学校（６月）

　生活衛生営業の経営者の高齢化、後継者難といった課題に対
処するため、平成20年度から本事業を創設し、営業者が事業の
継承を円滑に行えるよう若年者を対象として、生活衛生営業に
対する職業観の醸成と就業の促進を図るインターンシップ事業
を継続的に実施した。

対象者…クリーニング所の業務従事者

本年度の実施内容：クリーニング・理容の実地体験学習

講  習…第２型（通信制）

インターンシップ参加者：同中学校生徒（54名）

県下２会場　関係者８０名参加

継  続

10月27日
11名 飛騨保健所、同下呂センター

飛騨総合庁舎

22名
東濃保健所、恵那保健所、
可茂保健所東濃西部総合庁舎

11月24日

対象者（下記保健所管内）

県下3会場　クリーニング師　106 名出席

出席者

計

　クリーニング業、理容業、美容業、飲食業の標準営業
約款にかかる登録事業を実施した。

３月末の登録状況は次のとおり

件数

日時・場所 参加者数

◎　標準営業約款登録事業

◎　後継者育成支援事業

再登録 新  規

６月５日
大垣市民会館

　雇用環境の改善を図るため、飲食・旅館ホテル関係を始めと
した関係生活衛生営業者を対象として、経営力強化の一環とし
て最低賃金の周知・引き上げや雇用環境改善のための各種雇用
助成金の周知等についてセミナーを開催し、事業者の意識啓発
を通じて、労働環境の向上に寄与した。

47名
西濃地区
　一般生活衛生営業者

７月5日
高山市民文化会館

33名
飛騨地区
　一般生活衛生営業者

21 0 8 29

理 容 業 986 10 1 976

登     録     数

987

ｸﾘｰﾆ ﾝｸ ﾞ業 38

12月3日

受講修了者数…　21名

岐阜市内
73名

岐阜市保健所、岐阜保健所、本巣・山県セン
ター、西濃保健所、揖斐センター、関保健
所、郡上センター

生活衛生営業後継者育成支援協議会開催（7月）

受講者数日時・場所

　消費者・利用者が、店舗利用における利便性を高めるため、
生衛法で定められている「標準営業約款登録制度」について、
登録業務を行うほか、この制度の普及を行い一層の消費者の利
益擁護を図るために普及啓発活動を推進した。

業種 前年度末数
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2

3

ホームページ等 年度間

情報提供事業

広報誌等 年度間 1

作成配布事業

年度間 ２

10月～ ３

10月～ ４

１月～ ５

生活衛生営業関係 年度間

経営状況調査

　消費者や利用者の利便を図るために、生活衛生に関する情報
を広く一般に提供するとともに、事業者に対しては、生活衛生
水準の向上や安定した経営のための有益な情報を提供するた
め、ネットの活用による専用ホームページによる情報提供と機
関誌、パンフ等の印刷物の配布等による提供の両面から事業を
展開した。

　当センター機関誌「センターだより」への掲載のほ
か、新聞及び地域情報誌に広報記事を掲載し、制度の普
及啓発活動を推進した。

　組合が行う組織強化等推進事業を支援するため、保健
所等から入手した前年度の新規開業者等のデータ（約
1,300件）を各組合に提供した。

　生活衛生営業の組織強化による組合加入店のメリット
を啓発するため、パンフレット「組合加盟店の魅力」
を、随時事業者、一般、関係機関等に配布するととも
に、今後の相談事業に活用し充実を図った。

　県指導センターの事業や役割等をさらに広く周知する
ため、啓発グッズとして「クリアファイル」（500部）
やセンター広報ちらし（1,000部）を作成し、前年度に
引き続き関係者等に広く配布した。

　印刷物として、タイムリーな生活衛生に関する情報や
話題を掲載したセンター広報誌「ぎふセンターだより」
を発行し、一般県民を始め、保健所等関係機関、組合等
事業者団体に配布した。
・発行回数：年２回
・発行部数：夏号：7,000 部　冬号：6,500 部

　組合活動推進月間（１１月）の実施に合わせ、組合事
業の紹介や融資制度の概要を記載したちらしを、全国指
導センターとの連携により配布した。
　ちらし等配布部数　14,000部

171 176

飲 食 業 16 2 1 14 17

件数 登     録     数

業種 前年度末数 再登録 新  規 継  続 計

美 容 業 176 4 1

1,209

　生衛業情報化ネットワークシステムの一環として、指
導センター設置のパソコンを整備運用しながら、行政や
関係機関等からの情報提供に基づき、一般消費者には衛
生に関する啓発情報、消費動向に関する情報を、また生
活衛生営業者等に対しては、衛生管理の在り方や安定経
営のための融資に関する情報を始め感染症対策等有用な
情報を提供した。

　標準営業約款登録促進のため、研修会等において登録
店への加入促進を行うほか、広報用チラシ等を一般配布
して登録店利用のＰＲを行った。

◎　情報提供事業

　生活衛生関係営業の経営安定化に資するため、県内で抽出し
た事業者の経営状況を調査し、その結果を指導資料として活用
するとともに広く一般に公表した。

合 計 1,216 37 3 1,169
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生活衛生営業関係 年度間

景気動向調査

調 査 項 目
当期の業況及び前記比較、雇用の動向、設
備投資計画、仕入価格その他

調 査 方 法 調査員による面接等調査

生衛業者　1期につき70件

調査対象及び件数 生衛業者　1期につき70件

営業形態、経営状況（収益・経費等）、経
営上の問題点、その他

調査対象期間 四半期毎に１回調査

調 査 項 目

　生活衛生関係営業の経営の景気動向を把握するため、県内で
抽出した事業者の業況等経営動向を調査し、その結果を広く一
般に公表した。

調 査 方 法 調査員による面接等調査

調査対象期間 四半期毎に１回調査

調査対象及び件数


